
入 札 公 告 
 

次のとおり一般競争入札（最低価格落札方式）に付します。 

◎調達機関番号 ０１７  ◎所在地番号 １７ 

 

令和６年１２月１３日 

 

支出負担行為担当官 

石川労働局総務部長 秋葉 大輔 

 

１ 調達内容 

（１）品目分類番号 ２６ 

（２）調達件名 

「令和７年度 金沢公共職業安定所ほか４箇所で使用する電力供給契約」  

（３）調達案件の仕様等   仕様書による。 

（４）履行期間  令和７年４月１日 ０時から令和８年３月３１日 ２４時まで 

（５）履行場所  金沢公共職業安定所ほか４箇所  ※仕様書 別紙１の需要場所 

（６）入札方法 

  ア 入札金額は、参加する者において設定する契約電力に対する単一の単価（月額）および使用電

力量に対する単価（同一月においては単一のものとする）と仕様書および仕様書別紙１に記載

した需要場所の予定契約電力、力率および予定使用電力量を基に計算した「総価」を記載するこ

と。 

ただし、落札決定に当たっては、入札書に記載した「総価」に当該金額の１００分の１０に相

当する額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）

を加算した金額をもって落札額とする。 

このため、応札する事業者が消費税等にかかる課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ

ず、見積った「総価」については、１１０分の１００を乗じて得た額を入札書に記載すること。 

イ 本件は、低入札価格調査基準を適用する。 

 

２ 競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は

被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場

合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）令和４・５・６年度の厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」の

うち営業品目が「その他」で、「東海・北陸」地域の等級がＡ、Ｂ又はＣ等級のいずれかの等級

に格付けされている者であること。 

（４）電気事業法第２条の２の規定に基づき、小売電気事業の登録を受けている者であること。 

（５）次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、この入札の入札書提出期限の直近２年間（⑤

及び⑥については２保険年度）の保険料について滞納がないこと。 

①厚生年金保険、②健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、③船員保険、④国民年金 



⑤労働者災害補償保険、⑥雇用保険 

（６）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者であること。 

（７）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。 

（８）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中の者ではないこと。 

（９）過去１年以内に厚生労働省所管法令違反により行政処分等を受けていないこと。ただし、労働基

準関係法令違反（※）により労働基準監督機関から使用停止等命令を受けたが、是正措置を行い

「使用停止等命令解除通知書」を受理している場合には、この限りではない。 

※ 労働基準関係法令については以下のとおり。 

労働基準法、労働安全衛生法、最低賃金法、賃金の支払の確保等に関する法律、家内労働 

法、作業環境測定法、じん肺法、炭鉱災害による一酸化炭素中毒症に関する特別措置法 

（１０）その他予算決算及び会計法第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定める資格を有

する者であること。 

 

３ 入札者の提出場所等 

（１）入札書の提出場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  〒９２０－００２４ 石川県金沢市西念３－４－１ 金沢駅西合同庁舎６階 

         石川労働局総務部総務課会計第二係 今井 

            電話  ０７６－２６５－４４２０ 

            メールアドレス 17kaikei@mhlw.go.jp 

（２）入札説明書の交付方法 

入札説明書等は令和６年１２月１３日（金）午後３時から令和７年２月３日（月）午後５時まで

交付する。（土日祝日等の閉庁日を除く。）また、同期間に石川労働局ホームページにも公開する。 

石川労働局ホームページアドレス・・・ https://jsite.mhlw.go.jp/ishikawa-roudoukyoku/ 

（３）入札書の受領期限 

令和７年２月３日（月）午前１０時００分 

（４）入札書の提出方法 

  入札書の提出に当たっては、原則、電子調達システムで行う。 

  なお、電子調達システムによりがたい者は、支出負担行為担当官に申し出た場合に限り紙入札

方式に変えることができる。紙入札方式の場合、提出する場合は封筒に入れ、かつその封皮に氏

名（法人の場合はその名称または商号）、あて名（支出負担行為担当官 石川労働局総務部長）

及び「令和６年２月２日開札 令和６年度 金沢公共職業安定所ほか４箇所で使用する電力供給

契約入札書在中」と朱記しなければならない。 

（５）開札の日時及び場所 

  令和７年２月４日（火）午前１０時０５分 

  金沢市西念３丁目４番１号 金沢駅西合同庁舎５階 石川労働局 会議室 

 

４ その他 

（１）契約手続きにおいて使用する言語及び通貨   日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金  免除 

（３）入札者に要求される事項 

   この入札に参加を希望する者は、「入札説明書」で示す必要書類をそろえ令和７年２月３日（月） 

   午後５時までに提出しなければならない。 



   入札者は、支出負担行為担当官から当該書類に関し説明を求められた場合は、これに応じな

ければならない。 

（４）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者の提出した入札書、入札書に求められる義務を履行しな

かった者の提出した入札書は無効とする。（３）の必要書類の中の誓約書を提出せず、又は虚偽

の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなった場合は、当該者の入札を無効とする。 

（５）担当者から提出される契約関係書類については、事業者としての決定であること。また、押印が

省略された契約関係書類に虚偽記載等の不正が発覚した場合は、契約解除や違約金を徴取する

場合がある。 

（６）契約書作成の要否  要 

別途定める契約書を作成し、これをもって契約としなければならない。 

なお、原則、契約書の締結は電子契約によることとする。 

（７）落札者の決定 

予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、最低価

格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。ただし、落札者となるべき者の入札価格によ

っては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる

とき又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著

しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の

者のうち最低の価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

（８）その他 

詳細は入札説明書による。なお、入札説明会は開催しない。 

（９）契約締結日までに国の予算（暫定予算を含む。）が成立していない場合は、契約締結日は予算が

成立した日以降とする。また暫定予算となった場合は、契約内容等について変更が生じる可能性

や、本事業に係る予算の決定状況によって仕様の内容について変更が生じる可能性があるので、

その際は双方で別途協議する。 

 

 

  summary 

(1) official in charge of disbursement of the procuring entity : Akiba Daisuke director 

of general affairs department,ishikawa labor bureau 

(2) classification of the products to be procured : 26 

(3) nature and quantity of the products to be purchased : electricity supply to be used in 

kanazawa public employment security office and 4 other facilities in 2025 fiscal year 

(4) delivery period : from 0:00 am 1 april,2025 through 12:00 pm 31 march,2026 

(5) delivery place : as in the specifications 

(6) qualification for participating in the tendering procedures : suppliers eligible for 

participating in the proposed tender are those who shall : 

① not come under article 70 of the cabinet order concerning the budget, auditing and 

accounting.furthermore, minors, person under conservatorship or person under 

assistance that obtained the consent necessary for concluding a contract may be 

applicable under cases of special reasons within the said clause. 

② not come under article 71 of the cabinet order concerning the budget,auditing and 



accounting. 

③ have grade a , b or c in ＂selling of products＂ in terms of qualification for participating 

in tenders by ministry of health, labour and welfare (single qualification for every 

ministry and agency) in the fiscal years 2022 / 2023 /2024 and have qualification for 

participating in competition of the tokai‐hokuriku region. 

④ have permission to be a general electric enterprise in accordance with article 2,section 

2 of the electricity utilities industry law. 

⑤ not be in arrears either of insurance premiums (2 insurance year about (e) and (f)) for 

the last two years of this bid submission deadline, for bidders subject to the following 

insurance systems: 

(a) welfare annuity insurance 

(b) health insurance (by japan health insurance association) 

(c) seamen＇s insurance 

(d) national pension 

(e) worker＇s compensation insurance 

(f) unemployment insurance 

⑥ prove to have no false statement in tendering documents. 

⑦ prove neither the business condition nor credibility is deteriorating. 

⑧ are not currently in the suspension period for nomination by ministry of health, labor 

and welfare. 

⑨ have not received any administrative disposition of violation of laws and ordinances 

under jurisdiction of the ministry of health, labour and welfare within last a year. 

⑩ meet the qualification requirements which the obligating officer may specify in 

 accordance with article 73 of the cabinet order. 

(7) time-limit for tender :10:00 am 4 february 2025 

(8) contact point for the notice : Imai ,2nd accounting section, general affairs 

division, ishikawa labor bureau, 3-4-1 sainen kanazawa-shi ishikawa 920-0024 japan 

tel : 076-265-4420 

 

 


